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おわりに
はじめに
第2次世界大戦後，ボーダレスな経済活動から派生
したグローバル企業の誕生が，国際的な会計基準の必
要性を強く後押しし，多くの国がその検討および策定
に動いた。黒川（1994）pp.17-18によれば，国際会計
基準委員会（International Accounting Standards 
Committee：以下「IASC」という）は，1973年6月に
各国の職業会計士団体を構成員とする，国際会計基準
（International Accounting Standard：以下「IAS」と
いう）の設定を目的とした，いわゆるプライベート・
セクターとして誕生し，我が国も IASC の創立から一
定の役割を果たしてきたという1）。
2001年4月以降，基準策定を主導する組織は，国際
会計基準審議会 （International Accounting Standards 
Board：以下「IASB」という）に移され，公表される
会計基準は国際財務報告基準（International Financial 
Reporting Standard：以下「IFRS」という）と呼ば
れ，現在，個別事象に関する会計基準のほとんどが公
表に至った状況である。
IASC および IASB の優先的課題は，すべての企業
が使用する一般目的の財務諸表に関連する国際会計基
準を開発することである。そのため IAS 第30号「銀
行及び類似する金融機関の財務諸表における開示」
（IAS No.30, “Disclosures in the Financial Statements 
of Banks and Similar Financial Institutions”2）：以下
「IAS30」という）や IAS 第40号「投資不動産」（IAS 
No.40, “Investment Property”：以下「IAS40」という）
といった特定の活動によって生じる論点は比較的
IASC の後期に開発された会計基準といってよい。そ
の流れの中で2001年2月，IASC が最後に公表したの
が，IAS 第41号「農業」（IAS No.41, “Agriculture”：
以下「IAS41」という）である3）。
当然ながら，農業はほとんどの国で行われている産
業である。そのため各国においては，それまで会計慣
行として行われてきた農業に関する伝統的な会計処理
（基準）が存在する。それらを踏まえたうえで，農業＊専修大学商学部准教授
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に関する新しい会計基準である IAS41について，どの
ように国内での合意形成を図るか4），また既存の他の
会計基準との矛盾を生まないかという点は非常に重要
なポイントであった。
その観点から IAS41の公表は，次の2点が注目され
る。
ひとつは，農業活動により生じる資産の認識・測定
方法であり，もうひとつは政府補助金についての会計
処理である。
本稿では，2001年の公表後に生じた IAS41の近年の
国際的動向を踏まえ，上記の2つの点に関する問題点
を明らかにする。これらを基に，我が国への IAS41の
導入を意識しながら，それぞれに関する考察を行うも
のとする。
1．農業活動により生じる資産の認識・測定
2001年2月公表された農業に関する会計基準である
IAS41は，認識・測定および政府補助金に大きな特徴
がある。本章では，それらのうち，認識・測定につい
ての考察を行う。
（1）認識
まずは，図表1に基づき IAS41の認識について，そ
の範囲や分類を中心に概要を説明する。
IAS41を適用会計基準として記帳すべき取引は，農
業活動を開始から終了した時点までである。農業活動
（agricultural activity）とは，生物資産（biological as-
set）を販売するため，農産物（agricultural produce）
にするため，又は追加的な生物資産を得るために，企
業が生物資産の生物学的変化（biological transforma-
t i o n）又は収穫を管理することをいう（ I AS 41, 
para.5）。生物資産とは，生きている動物又は植物を
いい，農産物とは，企業の生物資産から収穫された成
果物をいう（IAS41, para.5）。ここでいう生物学的変
化とは，生物資産の質的又は量的な変化を生じさせる
ものであり，成長，変性，生産及び生殖のプロセスか
らなる（IAS41, para.5）。また収穫とは，生物資産の
果実を分離すること又は生物資産の生命活動を停止さ
せることをいう（IAS41, para.5）。
つまり本稿の対象となる農業に関する資産は，収穫
前の生物資産と収穫時点の農産物である。そののち，
加工の有無などにより製品，建物，投資不動産として
認識されるが，それぞれの会計基準が適用される。
たとえば，林業を営む企業で考えると，収穫前の植
林地における「樹木」は生物資産であり，収穫時点に
おける「伐採された木」は農産物である。また収穫
（伐採）後，加工処理された農産物である「丸太5）」
などは製品などとして IAS 第2号「棚卸資産」（IAS 
No.2, “Inventories”：以下「IAS2」という），それが自
己の建物の建築のために利用された場合の「木材」は
建物などとして IAS 第16号「有形固定資産」（IAS 
No .16,“Proper ty ,  Plant and Equipment”：以下
「IAS16」という），さらに建物の保有目的によっては
投資不動産として IAS40など，それぞれの会計基準が
適用される。
このような IAS41の認識について，その範囲や分類
の特徴を示せば，先程の林業のように生物学的変化を
経て，収穫や加工販売される一連の流れなどは複雑で
はある。しかし，この段階（2001年の当初公表の段
階）では，IAS41により新たに認識された生物資産と
いう農業活動により生じる資産を，一括して，適用会
計基準を IAS41にまとめることができたことであろう。
（2）測定
生物資産および農産物は，当初認識時及び各報告期
図表1　農業活動から生じる資産の認識〈IAS41（2001年2月公表）〉
農業活動の進捗度合 収穫時期 認識される資産 適用会計基準
農業活動（開始） 収穫前 生物資産
IAS41↓ ↓ ↓
農業活動（終了） 収穫時点 農産物
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末の末日（農産物は収穫時点）において，売却コスト
控除後の公正価値で測定しなければならない（IAS41, 
paras.12-13）。ここでいう公正価値とは測定日時点で
市場参加者間の秩序ある取引において資産を売却する
ために受け取るであろう価格又は負債を移転するため
に支払うであろう価格をいう（IAS41, para.8）。また
公正価値が信頼性をもって測定できない場合には，当
該生物資産は，減価償却累計額及び減損損失累計額控
除後の取得原価で測定しなければならない（IAS41, 
para.30）。なお，農産物については，収穫時点で公正
価値測定を行うが，その測定値を取得原価に充て，そ
の後 IAS2など他の該当する会計基準を適用する
（IAS41, para.13）。
すなわち生物資産については，測定についても，一
括して，原則を IFRS 第13号「公正価値測定」（IFRS 
No.13, “Fair Value Measurement”：以下「IFRS13」と
いう）とし，公正価値が信頼性をもって測定できない
場合に，例外として原価測定を容認している6）。
次に，IAS41の測定方法の特徴のひとつとして，生
物資産の公正価値測定におけるヒエラルキーがあ
る7）。これは，測定値の信頼性などに基づき，レベル
1からレベル3までが存在する。これを図表2に基づき
説明する。
具体的に，ヒエラルキーは「活発な市場の存在の有
無」と「利用可能な市場価格等の有無」により，レベ
ル1からレベル3に区分され，上のレベルの価格などが
測定できる場合は，それが優先される。
まず当該生物資産の公正価値が直接的に把握できる
場合，すなわち活発な市場が存在する場合には「相場
価格」，それが2つ以上ある場合は「実際に利用しよう
とする市場の価格」がレベル1のインプットとなる。
次に当該生物資産の公正価値が直接的には把握でき
ないが，類似資産の市場価格や当該資産の属する分野
の価値（基準値）など，市場に基づく利用可能な市場
価格等がある場合は，「類似資産の市場価格」または
「当該資産の属する分野の基準値」がレベル2のイン
プットとなる。
最後に，レベル1，レベル2のいずれも信頼性をもっ
て測定ができない場合には，「予測正味キャッシュ・
フローの現在価値」がレベル3のインプットとして用
いられる。
本来，レベル3の「予想正味キャッシュ・フローの
現在価値」は上位の公正価値が信頼性をもって測定で
きない場合に用いられるが，実際は多用される傾向に
ある。調査によれば，公正価値の測定の基礎に関する
質問書に返答した20社のうち，6社がレベル3の予想正
味キャッシュ・フローの現在価値を用いており，さら
に2社はそれを用いる必要があるが信頼性をもって測
定できないと回答している（IAS41, B30）。
IAS41のもうひとつの測定方法の特徴として，生物
資産の残余法による測定が挙げられる。残余法とは，
不動産（土地・建物）における地価公示等の公的評価
の鑑定方法として広く用いられている8）。具体的に
は，複合した資産の評価額から一方の資産の評価額を
控除して，もう一方の評価額を測定する方法である。
IAS41, para.25において残余法は「生物資産は，（例
えば，植林地における樹木など）土地に物理的に付着
していることが多い。場合によっては，土地に付着す
る生物資産に別個の市場が存在しないが，複合した資
産（すなわち，生物資産，更地及び敷地の造成を一括
したもの）について活発な市場が存在することがあ
る。企業は，生物資産の公正価値を測定するために，
複合した資産に関する情報を用いる場合がある。例え
ば，更地及び敷地造成の公正価値を複合した資産の公
図表2　（すべての）生物資産の測定〈IAS41（2001年2月公表）〉
原則：公正価値測定（公正価値が信頼性をもって測定できる場合）
　　レベル1　相場価格または実際に利用しようとする市場の価格（活発な市場が存在）
　　レベル2　類似資産の市場価格・当該資産の属する分野の基準値（市場に基づく有用な価格または価値が存在）
　　レベル3　予想正味キャッシュ・フローの現在価値（レベル1・レベル2の測定ができない場合）
例外：原価測定（公正価値が信頼性をもって測定できない場合）
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正価値から差し引いて生物資産の公正価値を算出する
場合がある」と規定される。
つまり，IAS41における残余法は，一般的な生物資
産（特に，土地に物理的に付着している植物）の評価
において，一定の条件（別個の市場がなく，複合した
資産に活発な市場が存在する）を満たした場合の評価
方法として，その使用を容認している。
このように，測定についても，特徴的な方法を含み
ながらも，生物資産は，一括して，IFRS13に基づく
公正価値測定を原則とし，原価測定を例外としてい
る。
（3）認識・測定に関する IAS41の国際的動向および
問題点の考察
本節では，2014年6月に生物資産の認識・測定に関
する修正が「農業：果実生成型生物資産（bearer bio-
logical assets）」（IAS 第16号及び IAS 第41号の修正）
として公表された。その検討過程も含め，問題点を明
らかにし，考察を行っていく。
2001年公表の IAS41では，生物資産は一括して認
識・測定が行われている。しかし，そのような明解な
分類には，公表後さまざまなコメントが寄せられてい
た。その中心となったのがアジア・オセアニア基準設
定主体グループ（AOSSB）やマレーシア会計基準審
議会（MASB）のコメントである。彼らの主張は，生
物資産の中で，ゴムの木や油ヤシなど，いわゆるプラ
ンテーション農業で行われる植物については，土地に
付着する生物資産自体に公正価値を求めるのが容易で
なく，かつ，その性質が有形固定資産と類似している
ため，IAS16の有形固定資産と同様に取り扱うのが適
当であるという主張である9）。
結果として IAS41修正「果実生成型生物資産」が公
表されたことで，生物資産の中から「代替的用途なし
の果実生成型植物10）」のみが，適用会計基準が IAS41
から IAS16へと移され，測定方法も原則を公正価値測
定とする資産から除外されることになった。その結
図表3　「代替的用途のない果実生成型植物」の認識〈IAS41（2014年6月修正後）〉
農業活動の進捗度合 成熟度 販売可否 収穫時期 認識される資産 適用会計基準
農業活動（開始） 未成熟 不可能 収穫前 生物資産
IAS16（生物資産のみ）
IAS41（農産物）
↓
↓ 可　能 収穫時点① 農産物①
成　熟 収穫時点② 農産物②
↓
農業活動（終了） 収穫時点③ 農産物③
　　　　　は，2014年 IAS41修正により，認識が変更された特徴的な部分を指す。
図表4　農業活動により生じる資産の資産認識区分による測定フローチャート〈IAS41（2014年6月修正後）〉
＜区分項目＞ ＜区分項目により2つに分けられた資産名称等＞
I　A　S　16
1．農業活動により生じる資産
2．生物資産の属性 果実生成型生物資産
3．生物資産の代替的用途の有無
4．生物資産の区別（植物・動物）
5．成熟度合（成熟・未成熟）
代替的用途なし・果実生成型植物
成熟：原価又は再評価による測定 未成熟：原価累積による測定
生物資産（収穫前） 農産物（収穫時点）
代替的用途なし・果実生成型生物資産
消費型生物資産
代替的用途なし・果実生成型動物
代替的用途あり・果実生成型生物資産
①
②
③
④
公
 正
 価
 値
 測
 定
 
I 
A 
S 
41
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果，図表1の認識は，「代替的用途なしの果実生成型植
物」についてのみ，図表3に示すように修正された。
またその検討過程をフローチャートにしたものが図表
4で，区分した根拠を示したものが図表5である。
まず2001年の IAS41においては，生物資産の認識・
測定が，一括して考えられていた。すなわち，図表1
の認識に基づき適用会計基準を IAS41として捉え，図
表2の測定方法に基づき IFRS13による公正価値測定
（原則），原価測定（例外）としていた。
しかし，「代替的用途なしの果実生成型植物」を
IAS16に移すため，収穫時点を図表3に示すとおり細
分化した。すなわち，その生物資産の一般的な農業活
動が終了（収穫時点③）した時点に加え，成熟すれば
収穫は可能（収穫時点②），さらに未成熟でも収穫は
可能（収穫時点①）としたのである。これは，IAS16
の測定でいう，原価累積測定（未成熟）および原価測
定（成熟）に対応させるための細分化である。
次に図表4および図表5に，IAS16に移す資産の絞り
込みの過程とその根拠を示した。図表4の1～4の区分
項目により，農産物（①），消費型（②），代替的用途
あり（③），動物（④）が，それぞれ図表5の①～④を
根拠に除外され，最終的に「代替的用途なしの果実生
成型植物」が5の区分項目である成熟・未成熟により
分けられ，これが測定方法に反映された。
図表5の区分した根拠をまとめると，公正価値測定
が容易で消費型属性に該当する可能性がある場合は，
IAS41を適用会計基準とする資産に残され，いずれに
も該当しない「代替的用途なしの果実生成型植物」の
みが IAS16へと移されたといえる。これは，かなり限
定された生物資産を選び出したようであるが，本節で
前述したコメント提出者の意向にほぼ沿ったものであ
る。
ここで，以下の3点の考察を行う。
まずは，代替的用途有無の判定の問題に関する考察
である。これは企業が実際の用途をもって，消費型
（販売可能）か果実生成型（販売不可能）を選択でき
るわけではなく，その生物資産そのものの属性が果実
生成型の植物であると判定される必要があることを指
す。
たとえば，ゴムの木に関して，パラゴムの木は果実
生成型であり，農産物として天然ゴムの原料を産出す
る。一方でインドゴムの木は，以前は天然ゴムの原料
として果実生成型として栽培されていたが，その役割
がパラゴムの木に変わったことで，現在は観賞用とし
て消費型に属する。つまり，同じゴムの木でも，種類
により異なり，また同じ木であっても時代によって社
会的ニーズ等により，果実生成型と消費型は用途変更
がなされる場合があると考えられる。
すなわち，特定の生物資産だけ抜き出したことで，
今後も植物や業種11）ごとに検討が必要となる可能性
があり，それには，今後多大な煩雑さを伴う可能性が
高いのである。
次に測定における原則と例外の問題を考察する。
IAS41を修正したことにより，「代替的用途なしの果
実生成型植物」のみ，図表2から図表6の測定方法に変
更されたことになる。両者を比較すると公正価値ベー
スと原価ベースの測定，すなわち原則と例外が逆転し
たことになる。
図表5　「（すべての）生物資産」から「代替的用途なしの果実生成型植物」を区分した根拠
根拠（①農産物の区分根拠，②消費型の区分根拠，③代替的用途ありの区分根拠，④家畜（動物）の区分根拠）
① 生物が一般的に農産物として販売される場合は，当該生物資産を土地と分離して販売するための活発な市場が存在
すること多く，公正価値測定が容易に利用可能であること。（IAS16, BC51）
② ③④家畜の多くは，消費型生物資産としての一般的な代替的用途もあること。（羊の飼育について，羊毛を得るこ
とと肉を得ることに選択できる）（IAS16, BC49）
③主たる用途が変化した場合に IAS16と IAS41との間での分類変更の影響に対応が必要となるから。（IAS16, BC50）
③ 生物資産を一定期間にわたり果実生成型生物資産として使用した後に，農産物として販売することを意図している
場合には，公正価値測定が有用な情報を提供するであること。（IAS16, BC51）
④ 家畜を含めると原価モデルの使用が複雑になる。植物とは異なり，家畜は土地に付着しておらず，また，通常は活
発な市場があり，これは公正価値情報の方が原価測定よりも容易に利用可能で適用が容易であること。（IAS16, 
BC52）
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このことから，IAS41の農業に関する資産の認識・
測定は，2001年公表当時の図表2における原則・例外
規定により対応できなかったのかと考える。すなわ
ち，果実生成型・消費型どちらの用途も可能な植物を
継続的に消費型で栽培している場合，図表2の IAS41
の測定に基づいて取り扱い，仮に市場価格など（公正
価値）が測定可能であっても，実際の用途が異なるこ
とや IAS16, BC66に示される有形固定資産の定義を満
たすことなどを理由として，その測定値が信頼性を
もって測定できないものと判断し，IAS41に基づく例
外規定である原価測定（IAS16でいう原則規定）を用
いるという思考である。
それを裏付ける動向として，2017年3月の IFRS 適
用課題対応専門委員会で報告された内容を紹介する。
図表2のとおり，公正価値測定の原則・例外の要件に
は「信頼性をもって測定することができる」とある。
これを企業等がどのように解釈しているかはこれまで
不明であったが奇しくも2017年3月にその実態調査の
結果が報告された。
それによれば，油ヤシ事業12）を行う企業は，大半
がその生物資産について割引キャッシュ・フローを用
いて測定していた（図表2に示す公正価値測定のレベ
ル3）。またその他の農業を行う企業については約87％
（13社／15社）が IAS41に基づき公正価値測定を行っ
ていたという13）。これは，IAS41の公正価値測定を免
除する適用に高いハードルがあると考えた自主規制が
企業に働いたと考えることもできる。しかし，自然に
考えれば生物資産（この場合公正価値測定が困難と考
えられた油ヤシ）を企業および企業の監査人等が定め
られた会計基準（2001年2月に公表された IAS41）に
準じて処理を行っていたと考えられるのである。
最後に残余法についての問題を考察する。IAS41の
残余法の規定から，適用が想定される生物資産は，土
地と付着して生物資産に別個の公正価値を持たない
「代替的用途なしの果実生成型植物」と考えられる。
すなわち，IAS41の修正により，これらの資産は公正
価値測定をされなくなった。すなわち残余法を適用す
る生物資産は，理論上なくなったことを示す。
しかし，残余法は図表2で示すヒエラルキーでは，
活発な市場が存在する場合の相場価格であるから，レ
ベル1に相当するものと考えられる。実態として予想
正味キャッシュ・フローの現在価値が多く採用されて
いく中で，この残余法をどのように測定方法に活かす
かの検討は必要であろう。
以上3点の考察は，いずれも IAS41修正の「代替的
用途なしの果実生成型植物」の測定方法の変更に端を
発する。これらは，それらを主とする特定の地域の実
情を踏まえたものと考えられるが，本稿のこれまでの
考察からも再考されることも一考であろう。
2．政府補助金の会計処理
本章では，IAS41のもうひとつの問題点である政府
補助金の会計処理について，概要を示したのちに，具
体例を用い仕訳で示したうえで，考察を行う。
（1）概要
農業活動を営むのにさいし，とりわけ我が国の場
合，政府補助金の問題は避けて通れない。2011年の経
済協力開発機構（OECD）の発表によると，農家総収
入に占める農業補助金の割合は，アメリカ10％，
EU27％に対し，我が国は49％と高く，農家の JA への
依存による自立経営や複式簿記による記帳を阻害して
いる要因になっているといえる14）。それだけでなく，
会計処理が我が国および従来の IAS 第20号「政府補
助金の会計処理及び政府援助の開示」（IAS No .20, 
“Accounting for Government Grants and Disclosure 
of Government Assistance”：以下「IAS20」という）
に規定されるものと異なる会計処理を公表したため，
それを無視できない。
図表6　「代替的用途なしの果実生成型植物」の測定〈IAS41（2014年6月修正後）〉
原則：原価累積測定（未成熟）
　　　原価測定（成熟）
例外：再評価測定（公正価値を信頼性をもって測定できる場合）
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政府補助金（国庫補助金ともいう）とは，政府によ
る援助であって，企業の営業活動に関する一定の条件
を過去において満たしたこと又は将来において満たす
ことの見返りとして，企業の資源を移転する形態によ
るものをいう（IAS20，para.3）。政府補助金は，資産
に関する補助金と収益に関する補助金に区別され，資
産に関する補助金とは，補助金を受ける資格を有する
企業が固定資産を購入し，建設し，又はその他の方法
で取得しなければならないことを主要な条件とする政
府補助金をいい，収益に関する補助金とは，資産に関
する補助金以外の政府補助金をいう（IAS20, para.3）。
（2）政府補助金の会計処理に関する IAS41の国際的
動向と問題点の考察
IAS41の公表により，たとえば政府補助金を受け入
れたのち，農業活動を行うため生物資産を取得した場
合などが問題となる。政府補助金が売却コスト控除後
の公正価値で測定される生物資産に関するものである
場合又は企業に特定の農業活動に従事しないことを要
求している場合には，IAS20と異なる処理を求めてい
るためである。
たとえば，次のような取引で仕訳の違いを明らかに
する。
まず X1年1月1日（購入時）において，生まれたば
かりの家畜10頭（同種）を1頭あたり100で現金購入
し，そのさい1頭あたり80の政府補助金を受け入れた
場合，仕訳は，以下のとおりとなる。
X1年1月1日（購入時）
IAS20に基づく処理
IAS41に基づく処理
いずれも，受け入れた政府補助金は政府補助金受贈
益（収益）として，そののち現金購入した生物資産
（資産）が計上されるところは同様の仕訳となる。違
いは，政府補助金受贈益を繰延計上するか否かであ
る。
すなわち，IAS20に基づく処理が繰延利益法15）（補
助金を繰延利益に計上し，その資産の耐用年数にわ
たって規則的に利益として認識する方法）を採用して
いれば，受入と同時に同額を繰延政府補助金受贈益
（負債）に繰延べ，この部分における購入時の会計期
間の収益はゼロとなる16）。
一方 IAS41に基づく処理の処理は，政府補助金受贈
益の繰延計上は行われない。すなわち，政府補助金の
受け取った時点で，その期に純損益を認識することを
求めているためである17）（IAS41, para.34）。
次に X1年12月31日（決算時）において，IAS20に基
づく処理を行う場合の減価償却計算を定額法（直接
法），残存価額は取得原価の10％，耐用年数5年の条件
で行い，IAS40に基づく処理で行う場合の公正価値
を，生まれたばかりの家畜の売却費用控除後の公正価
値が1頭あたり103，1歳の家畜の売却費用控除後の公
正価値が1頭あたり105で行うと，仕訳は，以下のとお
りとなる。
X1年12月31日（決算時）
IAS20に基づく処理
IAS41に基づく処理
IAS20に基づく処理では，生物資産は原価測定に基
づき，減価償却計算が行われる。
一方で，IAS41に基づく処理では，生物資産は公正
価値測定により，その原因に基づき評価益・評価損が
計上される。
このように，上記で示した2つの会計処理は，一見
して明らかなように異なる。つまり，当該生物資産
が，その取得原資に政府補助金が含まれるか否かによ
（借） 現 金
政 府 補 助 金 受 贈 益
生 物 資 産
800
800
1,000
（借） 政 府 補 助 金 受 贈 益
繰延政府補助金受贈益
現 金
800
800
1,000
（借） 現 金
生 物 資 産
800
1,000
（借） 政 府 補 助 金 受 贈 益
現 金
800
1,000
（借） 減 価 償 却 費
繰延政府補助金受贈益
＊180
＊＊160
（借） 生 物 資 産
政 府 補 助 金 受 贈 益
180
160
＊　　1,000×0.9÷5年
＊＊　800÷5年
（借） 生 物 資 産 50 （借） 公 正 価 値 市 価 利 得
公 正 価 値 成 長 利 得
＊30
＊＊20
＊　　（＠103－＠100）×10頭
＊＊　（＠105－＠103）×10頭
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り，財務諸表に大きな影響を与えることになる。
しかし，この矛盾点は IAS41, para.38でも認めると
ころである18）。これがピース・ミール方式で策定され
る会計基準の弱点ともいえるが，この IAS20および
IAS41の矛盾の解消に向けた直接的な国際的動向は，
今のところない。すなわち，これには IAS37改訂にか
かる負債の性質を明確に示す必要があり，その議論が
終了するまで先送りされた状態になっている。またそ
れぞれに政府補助金にかかる収益の認識時点も異なる
ことから，IAS20の追加ガイダンス等を行う必要も考
えられる。つまり複数の会計基準を包含して見直しを
行う必要があるため，現在進行している会計基準の改
訂を待ってからの検討項目であるといえよう。
仮にそれがすべて終了し，政府補助金の会計処理に
関する問題点を検討するさいも，これまで述べた，生
物資産のうち「代替的用途なしの果実生成型植物」を
切放して認識・測定を行うことにしたことが，より問
題を複雑にする要因であることは明らかである。
おわりに
本稿では，農業に関する会計基準をめぐる国際的動
向と問題点の考察を行った。
まず農業活動によって生じる資産の認識・測定方法
についてである。
2001年に公表された IAS41では，すべての生物資産
を，一括して，IAS41の適用対象資産と考え，その測
定方法も IFRS13の公正価値測定を原則採用した。こ
れに関しては，各国が行ってきた農業に関する伝統的
な会計処理が存在したが，他の資産と同様に，例外の
原価測定を併用することにより，うまく調和のとれた
基準であるかのように見えた。しかし2014年の IAS41
の修正において，「代替的用途なしの果実生成型植物」
のみを IAS16に置き換え，原価測定等を原則とした。
この点に関して3つの考察を行った。つまり，代替
的用途の有無の判定に煩雑さが残る問題，測定の原
則・例外の問題，および残余法という公正価値測定の
ヒエラルキーが高い測定方法の活用の問題などの観点
からの考察である。さらには2017年3月の IFRS 適用
課題対応専門委員会で報告された内容を紹介したうえ
で，この2014年の IAS41の修正には，多くの疑問点が
残ることを指摘した。
次に，政府補助金について考察を行った。
そもそも政府補助金を規定する IAS20は，原価測定
に基づいた資産を想定しており，IAS41のように公正
価値測定に基づく生物資産が生じたことにより，その
調整が求められた。しかし，他の会計基準とも関連
し，国際的動向としてその矛盾の解消が進捗していな
い状況があり，さらには前述した「代替的用途のない
果実生成型植物」の分離問題が，その解消を容易なら
ざるものにする可能性が高いと考察した。
本稿を通じて，IAS41が IASC 最後の会計基準であ
ることが思い返された。農業に関する会計基準の検討
は，単に特定の活動によって生じる論点であるためだ
けでなく，農業活動により生じる資産である生物資産
が起こす生物学的変化を，ひとつの会計基準として捉
えていくことの難しさに象徴されるのではないだろう
か。紹介した近年の国際的動向からも，今後の IAS41
に対する検討事項を注視する必要がある。
最後に，我が国において，いまだ農業に関する会計
基準は公表されていない。また検討課題にも挙がって
いない状況である。これは，我が国の農業を営むもの
の多くが小規模農家であり，農業に関しての記帳意識
が薄く，記帳している場合も単式簿記にとどまってい
る実態がある。さらにこれらの多くは，政府補助金や
JA への依存が高く，当事者の経営意識が希薄である
ため，仮に IAS41と同様の会計基準が公表されても，
多くの農業を営むものには何ら変化が起こることはな
いと考えられる。
しかし，一方で我が国においても農業の法人化，六
次産業化および国際化が現実に進む中で，IAS41の我
が国における導入も検討する時期もそう遠くはないよ
うに思われる。そのさい，本稿で取り上げた考察を踏
まえた議論が求められることになる。つまり，我が国
で行ってきた農業に関する伝統的な会計処理を踏ま
え，どのように合意形成を図るかという点である。本
稿がその試金石となり，今後の国際的動向についても
継続的に研究および考察を行うことで，その一助とな
るよう取り組んでいきたい。
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注
1）創立総会には，日本公認会計士協会を代表して，辰巳正
三，川口順一両教授が出席した。また1993年当時，議長とし
てアングロ・アメリカン以外の国として2人目となる白鳥栄
一教授が理事会メンバーの互選で選出された。
2）2005年8月に IAS30は I FRS 第7号「金融商品：開示」
（IFRS7, “Financial Instruments：Disclosures”）の公表によ
り廃止された。
3）IFRS に関する趣意書9においても「IFRS は，営利企業の一
般目的財務諸表及びその他の財務報告に適用するように設計
されている。営利企業には，法人組織であるか他の形態であ
るかを問わず，商業，工業，金融及びそれらに類する活動に
従事するものが含まれる。」とある。つまり具体的な名称と
して農業は挙げられていないことから，会計基準策定の観点
からは，優先的でなかったことが推測される。
4）黒川（1994）p.18によれば，プライベート・セクターであ
る IASC により作成される IAS は，公的機関から権限を委任
されていないため，加盟各国内の規定に代わることを意図す
るものでない。そのため会員（各国の職業会計士団体）は，
財務諸表などにおいて IAS に準拠して作成され，開示され
るよう政府，基準設定主体，証券監督者，産業界に説得する
最善の努力をすることが責務とされる。
5）丸太は2001年2月の公表時には，未加工の農産物の一例とし
て取り扱われていたが，2008年5月に公表された「IFRS の改
善」に含まれている IASB による修正の結果，加工された農
産物の一例として取り扱われている（IAS41, B8）。つまり丸
太を未加工として取り扱った場合，それを取得原価ベースで
取り扱う IAS2「棚卸資産」と矛盾が生じ，部分的修正が必
要となるためである。
6）公正価値測定および原価測定いずれも信頼性をもって測定
が行えない場合は，生物資産として認識されない（IAS41, 
para.10（c））。
7）2011年5月 IFRS13においても，IAS41と同様の公正価値につ
いてヒエラルキーを公表している。図表2と同様に，レベル1
は当該資産の活発な市場における相場価格（調整なし）であ
り，レベル2は，レベル1以外の直接又は間接に観察可能な相
場価格など（調整あり）である。また，レベル3は，当該資
産に市場活動がほとんどない状況における数値を用いること
になる（IFRS13, paras.72-90）。
8）いわゆる公示方式と呼ばれる土地残余法は，収益還元法に
より，更地に価格時点における最有効使用の建物を建築し賃
貸作業を行うことを想定し，この賃貸作業から得られる純収
益のうち土地に帰属する土地に帰属する収益を永久還元して
更地の収益価額を求める手法である。
9）IAS16, BC66において，以下のように説明されている。
 果実生成型植物は有形固定資産の定義を満たす。成熟した果
実生成型植物を農産物の生産のために使用することは，機械
を商品の製造に使用することに類似している。企業が果実生
成型植物と製造工場から経済的便益を得る方法は類似してお
り，その方法は販売のために収穫される消費型生物資産と異
なっている。果実生成型植物の将来の利益創出能力が生産期
間にわたり徐々に低下することも，他の減価償却資産（例え
ば，工場及び機械）と同様である。
10）果実生成型植物とは，生きている植物のうち次のすべてに
該当するものをいう（IAS41, para.5）。
 （a）農産物の生産又は供給に使用され，
 （b）複数の期間にわたり生産物を生成すると見込まれ，
 （c）付随的な廃品売却を除き，農産物として販売される可能
性が低い。
11）2017年3月29日開催の IFRS 適用課題対応専門委員会で
も，特定の業種（油ヤシ事業）の取扱いを議論する要望が挙
がっている。これらは，「果実生成型生物資産」により，区
分が不明なものを明らかにするためのものである。具体的に
は，油ヤシの上で生育する果実を油ヤシ自体と区別すること
が困難なため，油ヤシ自体を代替的用途なしの果実生成型植
物として IAS16，油ヤシの果実を農産物として IAS41の適用
について，追加的なガイダンスを求めるものである。
12）油ヤシは，プランテーション農業においてさかんで今回の
測定変更の対象となっていた事業と考えられる。しかし
IAS41, para.4の事例では，油ヤシが果実生成型植物であると
は説明されていない。しかし，2017年6月の IFRIC UPDATE
のアジェンダ・ペーパー6A では，「企業は油ヤシに IAS 第16
号「有形固定資産」を適用して会計処理する」と前提表記さ
れている。
13）残りの一部の企業も，IAS41, para.24に規定する取得原価
が公正価値に近似する場合を利用していたという。
14）戸田（2014）p.6より。
15）その他の方法として，原価控除法（IAS20，para.27）があ
る。しかし本稿の結論に影響ないため，繰延利益法のみを示
す。
16）また図表2の例外により原価測定が行われる生物資産は，
これと同様の処理が行われる。
17）IAS41の生物資産に関する政府補助金には，無条件のもの
と条件付のものがある（IAS41, paras.34-35）。しかし，いず
れも IAS20のように期間配分するものではない。したがっ
て，本稿では無条件のもののみを例に挙げている。
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18）本基準は，政府補助金が売却コスト控除後の公正価値で測
定される生物資産である場合又は企業に特定の農業活動に従
事しないことを要求している場合には，IAS20と異なる処理
を求めている（IAS41, para.38）。
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